
昭和四十年国家公安委員会規則第四号

犯罪統計規則

犯罪統計規則を次のように定める。

犯罪統計規則（昭和２９年国家公安委員会規則第６号）の全部を次のように改正する。

（目的）

第１条　この規則は、犯罪統計の正確かつ迅速な作成およびその効率的な運用を図るため必要な事項を定めることを目的とする。

（犯罪統計作成の原則）

第２条　犯罪統計は、警察庁長官（以下「長官」という。）の定める犯罪統計原票（以下「原票」という。）または犯罪統計調査票（以下

「調査票」という。）に基づき作成するものとする。

（原票等の作成等）

第３条　都道府県警察は、犯罪と思料される事件を認知し、若しくは検挙したとき又は次項の規定による依頼を受けたときは、長官の定め

るところにより、速やかに原票を作成し、その内容を電子情報処理組織を使用して警察庁へ報告しなければならない。

２　関東管区警察局は、犯罪と思料される事件を認知し、又は検挙したときは、原票の作成及び警察庁への報告を関係都道府県警察に依頼

しなければならない。

３　都道府県警察は、第１項の規定による原票のほか、長官が臨時に特別の調査事項に関し、犯罪統計を作成する必要があると認めて指示

したときは、速やかに、その指示に係る調査票を作成し、長官の指示する方法により警察庁へ報告しなければならない。

（犯罪統計作成の特例）

第４条　犯罪統計は、長官が定める場合においては、前２条の規定にかかわらず原票又は調査票に基づかないで作成することができる。

（統計の利用）

第５条　警察庁は、前３条の規定により作成された犯罪統計を都道府県警察に利用させるために必要な措置を講じるものとする。

（細則への委任）

第６条　この規則に定めのあるもののほか、この規則の実施のため必要な事項は、長官が定める。

附　則　抄

（施行期日）

１　この規則は、昭和４１年１月１日から施行する。

附　則　（平成一五年一〇月三一日国家公安委員会規則第一八号）

（施行期日）

１　この規則は、平成十六年一月一日から施行する。

（経過措置）

２　改正前の犯罪統計規則に基づき作成された原票又は調査票の送付及び報告については、なお従前の例による。

附　則　（令和四年三月三一日国家公安委員会規則第一三号）　抄

（施行期日）

１　この規則は、令和四年四月一日から施行する。
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